
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差 額

\ 現金及び預金 3¶642¶064 3¶642¶064 `

] 投資有価証券 20¶468 20¶894 425

^ 未払金（ＰＦＩ除く） （2¶463¶152) （2¶463¶152) `

_ 長期未払金及び未払金（ＰＦＩ） （1¶970¶092) （2¶086¶231) （116¶139)

（＊１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
附 属 明 細 書

\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細 （単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 27¶382¶734 701¶755 2¶305 28¶082¶183 8¶785¶433 982¶728 ` ` ` 19¶296¶749

構 築 物 1¶260¶558 ` ` 1¶260¶558 569¶773 60¶423 ` ` ` 690¶785
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（注１） 金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

] 投資有価証券
時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

^ 未払金（ＰＦＩ除く）
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

_ 長期未払金及び未払金（ＰＦＩ）
長期未払金及び未払金（ＰＦＩ）はＰＦＩによるものであり、時価の算定については一定の
期間ごとに区分した当該ＰＦＩ債務の元利金の合計額を、リスクフリーレートに近い財政投融
資資金の借入れに係る利率で割り引いて現在価値を算定しています。

× 賃貸等不動産関係
当法人は、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注
記を省略しております。

Ø 資産除去債務関係
１．資産除去債務の概要
石綿障害予防規則等に基づくアスベスト除去に係る費用を見積もっております。

２．資産除去債務の算定方法
使用見込み期間を残存耐用年数に基づいて見積もり、割引率は期間に応じた国債利回りを使用
しております。
３．資産除去債務の総額の増減

当期増加額 26¶770千円
時の経過による調整額 5¶157千円
合計 31¶927千円

４．貸借対照表に計上していない資産除去債務の概要、債務を合理的に見積もることができない理
由
賃貸借契約している土地の上に建設している建物等について、契約終了時における原状回復義
務に係る資産除去債務が発生しております。
ただし、現時点では当該契約を解約する予定はなく、また、当該契約上の使用期間が明確では
ないことから、資産除去債務を合理的に見積もることが出来ません。このため、貸借対照表に資
産除去債務を計上しておりません。

Ù 重要な債務負担行為
該当事項はありません。

Ú 重要な後発事象
該当事項はありません。

３．貸借対照表日後一年以内のＰＦＩ期間に係るサービス部分の対価支払予定額は、68¶358千円で
す。
貸借対照表日後一年を超えるＰＦＩ期間に係るサービス部分の対価支払予定額は、307¶613千

円です。
Ô キャッシュ・フロー計算書
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 3¶642¶064千円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

資金期末残高 3¶642¶064千円
２．重要な非資金取引
寄附受による資産の増加 112¶983千円
ファイナンス・リース資産の増加 145¶084千円

Õ 国立大学法人等業務実施コスト計算書
引当外退職給付増加見積額には、国又は地方公共団体からの出向者に係る分12¶629千円（26名）

を含んでおります。
Ö 金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定しています。資金
調達については、年度内、又は一定期間における正確な情報に基づき適正に資金状況を把握し、
運営費交付金の受け入れ遅延及び事故等の発生等により緊急に資金が必要となる場合のみ、借入
れ等による資金調達を行います。
今年度の資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の
規定に基づき、国債等による運用を行いました。また、（上賀茂）（地球研）施設整備事業について
はＰＦＩ方式により行っています。
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